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郵便約款の変更の認可（配達時間帯指定郵便の新設等）

について 

（諮問第１０８３号） 

 

 

 





別紙 

審査結果 
郵便法（昭和２２年法律第１６５号。以下「法」という。）の規定に適合し

たものと認められることから、これを認可することが適当である。 

審査基準 
審査

結果 
理由 

次に掲げる事項が適正かつ明確に定

められていること 

（法第６８条第２項第１号） 

  

 この法律又はこの法律に基づく総

務省令の規定により郵便約款で定

めることとされている事項 

適 法第４４条第２項の規定により、

郵便約款に定めるところにより

その他の郵便物の特殊取扱を実

施することができることとなっ

ており、申請の変更内容は郵便約

款に定められることから適当で

ある。また、今回廃止する翌朝郵

便については、法第４４条第１項

の規定により、実施しなければな

らない特殊取扱には該当しない

ため、廃止することは可能であ

り、適当である。 

 郵便物の引受け、配達、転送及び

還付並びに送達日数に関する事項 

適 今回新たに新設する配達時間帯

指定郵便の引受方法、配達方法、

送達日数に関する事項が定めら

れており、また、転送及び還付に

関する事項は一般的な条件が適

用されるものであることから、適

当であると認められる。 

 郵便に関する料金の収受に関する

事項 

適 一般的な条件が適用されるもの

であることから、適当であると認

められる。 

 その他会社の責任に関する事項 適 変更申請の内容のうち、料金の返

還に関する事項が定められてお

り適切であると認められる。 

特定の者に対し不当な差別的取扱い

をするものでないこと 

（法第６８条第２項第２号） 

適 変更申請の内容には、特定の者に

対し不当な差別的取扱いをする

規定は存在しないことから、適当

であると認められる。 
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平成２５年６月５日 

総 務 省 
  



第１ 郵便約款の認可について 

１ 郵便約款とは 

  郵便約款とは、郵便の役務に関する具体的な提供条件（料金を

除く。）を定めたもので、郵便法（昭和２２年法律第１６５号。以

下「法」という。）第６８条第１項により、日本郵便株式会社は、

郵便約款を定めることになっている。 
※約款とは、大量の契約を画一的･定型的に締結し、処理することを目的と

して企業があらかじめ定めておく契約条項のことをいう。 

 

２ 総務大臣の認可 

  郵便約款の内容は、利用者の利便・利益に直接関わること等か

ら、法第６８条第１項により、総務大臣の認可を受けることとな

っている。変更する場合も同様。 

  ※ 料金については、法第６７条第１項により、原則総務大臣

への届出制とし、第三種郵便物・第四種郵便物の料金につい

ては、同条第２項により、認可制となっている。 

  ※ 書類の様式等利用者の権利・義務に重要な関係を有しない

提供条件や試験的に提供するものといった軽微な事項につい

ては、法第６８条第１項により、認可を要さない。 

 

３ 審議会への諮問 

法第７３条第１号に基づき、総務大臣は認可を行うにあたり、情

報通信行政・郵政行政審議会に諮問することとなっており、今回諮

問を行っているもの。 

 

 
日本郵便(株)でサービス開始（２５.１０.１予定） 

日本郵便（株）から認可申請書提出(２５.５.２１) 

情報通信行政・郵政行政審議会へ諮問(２５.６.５) 

総務大臣認可 

 
 

 

  

情報通信行政・郵政行政審議会からの答申 

日本郵便(株)から料金届出 

１ 
 



第２ 日本郵便株式会社からの申請 

１ 概要 

日本郵便株式会社は、利用者のニーズに対応するため、「翌朝郵便」

を廃止し、これを発展的に改良したサービスである「配達時間帯指

定郵便」を提供する約款を設定する。 

 

【新サービスの内容】 

ア 「８時～１２時」、「１２時～１７時」、「１７時～２１時」の

三区分のうち差出人が指定する時間帯に配達するサービス（翌

朝郵便は、１０時までの配達のみ） 

イ 窓口引受のみ（翌朝郵便にあった集荷は廃止。）。専用ラベル

を使用し、受領証を交付する。追跡番号により配達が確認でき

る。 

ウ 対象郵便物 

    第一種郵便物（郵便書簡を除く） 

  

（参考） 

特殊取扱料金は、下表を予定（これに通常の料金が加わる） 
  ２５０ｇまで １ｋｇまで ４ｋｇまで 

３２０円 

（翌朝郵便：３３０円） 

４２０円 

（翌朝郵便：３６０円） 

６８０円 

（翌朝郵便：３９０円） 

（現行の速達料金に５０円加算） 

（例）定型２５ｇまでの場合：８０円＋３２０円＝４００円 
    ※認可後、届出を受ける予定。 

 

２ 変更する理由 

新たな特殊取扱を創設することにより、お客様の利便性を一層向

上させて利用の維持・拡大を図るほか、類似の特殊取扱を整理する

ことにより、引き続き低廉な料金でのサービス提供を行うため。 

 

３ 実施予定期日 

  平成２５年１０月１日（火） 
  

２ 
 



 

【参考】サービスの比較概要 
 配達時間帯指定郵便（新規） 翌朝郵便（廃止） 

配達時間 

①８時～１２時 

②１２時～１７時 

③１７時～２１時 

引受時刻や宛先により基本的

には翌日又は翌々日を指定。 

翌日の１０時まで 

引受方法 

窓口引受のみ 

窓口が開いている時間帯はい

つでも差し出せる。（引受時間

によって配達指定できる時間

帯は異なる。） 

窓口引受 

宛先毎に設定されている引受

締切時刻を過ぎると翌日まで

差し出せない 

対象郵便物 
第一種郵便物 

（郵便書簡を除く） 

第一種郵便物 

（郵便書簡を除く） 

大きさ 
長さ６０ｃｍ、３辺合計９０

ｃｍまで 

長さ４０ｃｍ、幅３０ｃｍ、

厚さ１５ｃｍまで 

料金 

（定形 25ｇまで） 
４００円（８０円＋３２０円） ４１０円（８０円＋３３０円） 

サービス開始 平成２５年１０月１日（予定） 平成７年２月１３日 

 

 

引受郵便局 

ラベル貼付・引受日時等を記録 

【配達時間帯指定郵便】（新設） 

配達郵便局 

（想定）銀座郵便局⇒松山中央郵便局の配達地域 
締切１３時【締切を過ぎても、指定できる時間帯

は異なるが、引受はできる】 
 

（受取人） 

（受取人不在の場

合はポスト投函）    

持出日時を入力 配達日時を入力 
到着日時を入力 

指定された時間帯に配達 

 

引受郵便局 

ラベル貼付・引受日時等を記録 

【翌朝郵便（翌朝１０時郵便）】（廃止） 

配達郵便局 

引受の締切あり 
 （例）銀座郵便局⇒松山中央郵便局の配達地域 

締切１３時【締切を過ぎると明日まで引受できない】 （受取人） 

（受取人不在の場

合はポスト投函）    

持出日時を入力 配達日時を入力 
到着日時を入力 

翌朝１０時までに配達 

３ 
 



第３ 審査結果 

法の規定に適合したものと認められることから、認可することが

適当である。 

審査基準 
審査

結果 
理由 

次に掲げる事項が適正かつ明確に定

められていること 

（法第６８条第２項第１号） 

  

 この法律又はこの法律に基づく総

務省令の規定により郵便約款で定

めることとされている事項 

適 法第４４条第２項の規定により、

郵便約款に定めるところにより

その他の郵便物の特殊取扱を実

施することができることとなっ

ており、申請の変更内容は郵便約

款に定められることから適当で

ある。また、今回廃止する翌朝郵

便については、法第４４条第１項

の規定により、実施しなければな

らない特殊取扱には該当しない

ため、廃止することは可能であ

り、適当である。 

 郵便物の引受け、配達、転送及び

還付並びに送達日数に関する事項 

適 今回新たに新設する配達時間帯

指定郵便の引受方法、配達方法、

送達日数に関する事項が定めら

れており、また、転送及び還付に

関する事項は一般的な条件が適

用されるものであることから、適

当であると認められる。 

 郵便に関する料金の収受に関する

事項 

適 一般的な条件が適用されるもの

であることから、適当であると認

められる。 

 その他会社の責任に関する事項 適 変更申請の内容のうち、料金の返

還に関する事項が定められてお

り適切であると認められる。 

特定の者に対し不当な差別的取扱い

をするものでないこと 

（法第６８条第２項第２号） 

適 変更申請の内容には、特定の者に

対し不当な差別的取扱いをする

規定は存在しないことから、適当

であると認められる。 
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１ その他のスピード系サービスの概要 
（１）速達 

同一種類で速達としない他の郵便物等に優先して送達するサービス 
    ・表面右上部に朱色の横線を表示。 

 
（２）新特急郵便 

   おおむね午前中の差し出しした郵便物を、当日の１７時頃までに配達す

るサービス 
   ・取扱地域：次の同一地域内でサービス提供 

①札幌市内（南区の一部を除く。） 
②東京都区内 
③名古屋市内 
④大阪市内 
⑤福岡市内（島しょを除き、引受は中央区および博多区に限る。） 

   ・事前登録、継続利用が必要 

 
   
（３）レタックス 

   差出人の作成した文書をファクシミリにより配達を受け持つ郵便局に送

信して、速達郵便物の例により配達するサービス 

 
 

 

 

引受郵便局 配達郵便局 

（受取人） 

（受取人不在の場

合はポスト投函） 

配達郵便局到着後最も速やかな便で配達 
（差出人） 

 
東京都区内の 
引受郵便局 

東京都区内の 
配達郵便局 

（受取人） 

（受取人不在の場

合はポスト投函） 

当日１７時頃までに配達 （差出人） 
【東京都区内の場合】 

おおむね午前中に引受 

 
データ配信 

引受郵便局 

（受取人） 

（受取人不在の場

合はポスト投函） 

速達郵便物の例により配達 

配達郵便局 
印刷 作成 

FAX 送信 

 

 

ＷｅｂゆうびんＨＰ  

電話申込 

インターネット申込 

原稿持込 

５ 

 



２ スピード系サービスの料金比較 
  配達時間帯指定郵便 

(基本＋特殊)【予定】 

翌朝郵便（受取人配達） 

(基本＋特殊) 

速達 

(基本＋特殊) 

定
型 

２５ｇまで 
４００円 

（80＋320） 

４１０円 

（80＋330） 

３５０円 

（80＋270） 

５０ｇまで 
４１０円 

（90＋320） 

４２０円 

（90＋330） 

３６０円 

（90＋270） 

定
形
外 

５０ｇまで 
４４０円 

（120＋320） 

４５０円 

（120＋330） 

３９０円 

（120＋270） 

１００ｇまで 
４６０円 

（140＋320） 

４７０円 

（140＋330） 

４１０円 

（140＋270） 

１５０ｇまで 
５２０円 

（200＋320） 

５３０円 

（200＋330） 

４７０円 

（200＋270） 

２５０ｇまで 
５６０円 

（240＋320） 

５７０円 

（240＋330） 

５１０円 

（240＋270） 

５００ｇまで 
８１０円 

（390＋420） 

７５０円 

（390＋360） 

７６０円 

（390＋370） 

１ｋｇまで 
１，０００円 

（580＋420） 

９００円 

（540＋360） 

９５０円 

（580＋370） 

２ｋｇまで 
１，５３０円 

（850＋680） 

１，０００円 

（610＋390） 

１，４８０円 

（850＋630） 

３ｋｇまで 
１，８３０円 

（1,150＋680） 

１，２００円 

（810＋390） １，７８０円 

（1,150＋630） 
４ｋｇまで 

１，４００円 

（1,010＋390） 

 

【新特急郵便】  

 同一地域内 ８００円（基本８０円＋特殊７２０円） 

 

【レタックス】  

台紙・封筒 窓口等原稿持込 電話申込 Ｗｅｂレタックス 

「うるし風」 ５，０００円 ５，０００円 ４，９２０円 

「織物」 ３，０００円 ３，０００円 ２，９２０円 

「刺しゅう」 ２，０００円 ２，０００円 １，９２０円 

「おし花」 １，５００円 １，５００円 １，４２０円 

「ぼたん」「ゆり」 ９００円 ９００円 ８２０円 

その他 ５８０円 ５８０円 ５００円 

※窓口等原稿持込・Ｗｅｂレタックスは、白黒１枚の通信文用紙の料金 

※電話申込は、通信文が１５文字以内の料金 

 

６ 

 



３ 参照条文 
 

○郵便法（昭和２２年法律第１６５号） 

 

第三条 （郵便に関する料金） 郵便に関する料金は、郵便事業の能率的な経営

の下における適正な原価を償い、かつ、適正な利潤を含むものでなければな

らない。 

 

第四十四条（特殊取扱） 会社は、この節に定めるところによるほか、郵便約

款の定めるところにより、書留、引受時刻証明、配達証明、内容証明及び特

別送達の郵便物の特殊取扱を実施する。  

２ 会社は、前項の規定によるほか、郵便約款の定めるところにより、郵便物

の代金引換（差出人が指定した額の金銭と引換えに名あて人に交付し、その

額に相当する金額を当該差出人に支払う取扱いをいう。第五十条第一項第二

号及び第二項第四号において同じ。）その他の郵便物の特殊取扱を実施するこ

とができる。  

３ （略） 

 

（料金）  

第六十七条 会社は、総務省令で定めるところにより、郵便に関する料金（第

三項の規定により認可を受けるべきものを除く。）を定め、あらかじめ、総務

大臣に届け出なければならない。これを変更しようとするときも、同様とす

る。 

２ 前項の料金は、次の各号のいずれにも適合するものでなければならない。  

一  郵便事業の能率的な経営の下における適正な原価を償い、かつ、適正な

利潤を含むものであること。  

二 第一種郵便物及び第二種郵便物の料金の額が配達地により異なる額が定

められていないこと（会社の一の事業所においてその引受け及び配達を行う

郵便物の料金を除く。）。  

三 第一種郵便物（郵便書簡を除く。第四項第二号において同じ。）のうち大

きさ及び形状が総務省令で定める基準に適合するものであつて、その重量が

二十五グラム以下のもの（次号において「定形郵便物」という。）の料金の

額が、軽量の信書の送達の役務が国民生活において果たしている役割の重要

性、国民の負担能力、物価その他の事情を勘案して総務省令で定める額を超

えないものであること。  

四 郵便書簡及び通常葉書の料金の額が定形郵便物の料金の額のうち最も低

いものより低いものであること。  

五 国際郵便に関する料金の額が郵便に関する条約の規定に適合するもので

あること。  

六 定率又は定額をもつて明確に定められていること。  

七 特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと。  

３ 会社は、第三種郵便物及び第四種郵便物の料金を定め、総務大臣の認可を

７ 

 



受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。  

４ 総務大臣は、前項の認可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認

めるときでなければ、同項の認可をしてはならない。  

一 配達地により異なる額が定められていないこと（会社の一の事業所におい

てその引受け及び配達を行う郵便物の料金を除く。）。  

二 同一重量の第一種郵便物の料金の額より低いものであること。  

三 定率又は定額をもつて明確に定められていること。  

四 特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと。  

５ 会社は、総務省令で定めるところにより、郵便事業の収支の状況を総務大

臣に報告するとともに、公表しなければならない。 

 

（郵便約款）  

第六十八条 会社は、郵便の役務に関する提供条件（料金及び総務省令で定め

る軽微な事項に係るものを除く。）について郵便約款を定め、総務大臣の認可

を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。  

２ 総務大臣は、前項の認可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認

めるときでなければ、同項の認可をしてはならない。  

一 次に掲げる事項が適正かつ明確に定められていること。 

イ この法律又はこの法律に基づく総務省令の規定により郵便約款で定め

ることとされている事項 

ロ 郵便物の引受け、配達、転送及び還付並びに送達日数に関する事項 

ハ 郵便に関する料金の収受に関する事項 

ニ その他会社の責任に関する事項 

二 特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと。 

 

（料金等の変更命令）  

第七十一条 総務大臣は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、

会社に対し、郵便に関する料金、郵便約款又は郵便業務管理規程を変更すべ

きことを命ずることができる。 

 

（審議会等への諮問）  

第七十三条 総務大臣は、次に掲げる場合には、審議会等（国家行政組織法 （昭

和二十三年法律第百二十号）第八条 に規定する機関をいう。）で政令で定め

るものに諮問しなければならない。  

一 第六十七条第三項、第六十八条第一項又は第七十条第一項の規定による認

可をしようとするとき。  

二・三  （略）  

８ 

 




